






































































































































































































に６、この査定の実施に基づいて、IRS は「連邦租税リーエン通知登録（filing of notice of federal tax
lien）」や「差押（levy）」等７に係る強制徴収権限を行使して、当該納税義務につき合法的に徴収
しうることになるからである８。そこで、この査定の重要性につき説示している有名な判例とし





























ところで Saltzman は、上に訳出した Bull 判決の説示部分を引用しながら、査定の理論的意義
に関し、およそ次の四つの点を挙げて説明している。すなわち、①「査定は租税に関する法律を
執行する（an assessment enforces a tax statute）」、②「査定は“裁判判決の効力”を持つ（an assess-
ment has“the force of a judgment”）」、③「査定は IRS の行政徴収手続の基礎である（an assessment
is the foundation of [IRS’s] administrative collection procedures）」、④「査定は不足税額手続と還付










































































































nal background and supporting documents）」を提出するよう被告に対して請求した。
これに対し巡回区控訴裁は、一般論として、「原則として査定・納付に係る証明書は、実施さ
れた告知や査定（notices and assessments）に係る相当性や適切性（adequacy and proprietry）につ
いて、十分な証明力（sufficient proof）があるものとみなされる。ただし、それを覆すに足りる













































される徴収訴訟の典型例として、例えば、「租税査定執行訴訟（suit to reduce tax assessment to judg-





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































このように Lehigh Portland Cement Co.判決は、“徴収差止訴訟の排他的管轄”を前提として、
時期尚早の査定に関して、違法であっても有効であると解釈したのである。しかしながら、この
判決とは反対に、時期尚早の査定を「無効」とする裁判例として、例えば、１９３７年に第七巡回区






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































さて、Kafka & Cavanagh によれば、じゅうらい納税者から“形式・内容上の誤り（form and con-
tent error）”があると主張されてきた９０日レターの類型として、以下のものが挙げられるという２３６。
①計算間違いによって不足税額が著しく過大になっている９０日レター。②本来９０日レターを作成



















































































































































































































































































































































































































































































































































































けられる（is or appears to be imperiled）場合３４０である（§６８５１（a）; Reg.§１.６８５１（１）（a）（i）‐（iii）; IRM４.１５.１.











上査定が実施されてしまうと、「一般市民に深刻な不都合を及ぼしうる（might cause serious incon-



































































































































































































































































































































































































うかといった点のほか、それらの措置の実施が「状況に照らして合理的な（reasonable under the cir-
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（３・完） １０５
cumstances）」ものであったか、また査定又は差押の対象となった額が「状況に照らして適切な























































































































            









































































































































































































































































































































































































































































































































































ment の一つとして表現されるのである。しかし実際のところ、assessment は、正式には、IRS 長






























































































    
（IRS による査定）」とを“混同”し４８６、あたかも日米両国ともに、同一の申告納税（自己賦課）










































































１See Mary Ferrari, ”Was Blind, But Now I See” (Or What’s Behind the Notice of Deficiency and Why Won’t the Tax Court





合には、“See Stein, supra note１５３【vol.６１】, at１６７６”というようにである。これに対して、本号（６３号）の脚注の中
で、本号（６３号の）「他の脚注」について参照する場合には、通例どおり当該「他の脚注」番号のみを表記する。








３Philip N. Jones, The Supreme Court Clarifies the Role of Assessments in Tax Controversies,９２J. of Tax’n２７５,２７５（２０００）.
４ちなみに、本稿で参照している文献、Patricia T. Morgan, Tax Procedure and Tax Fraud,２nd ed.１９９９においては、査定
に関する記述は徴収の章《Chapter９. The Collection Process》の一部として取り扱われているに過ぎなかったところ
《§９.１Assessment, Notice and Demand》、近時刊行された同書第三版（ただし執筆者交代）、Camilla E. Watson, Tax
Procedure and Tax Fraud,３nd ed.２００６では、査定についての取扱いが、次のように大きく変わっている。すなわち、




号連載部分において新たに参照する主要文献として、上掲Watson のほかにも、William D. Elliott, Federal Tax Collec-
tions, Liens, and Levies,２nd ed.１９９５があることも指摘しておく。










８See e.g., Lederman, infra note１９３, at１８８‐１８９；Elliott, Ch.６, at３；Ferrari, supra note１, at４１３‐４１４；Bryan T. Camp, The
Equal Protection Problem in Innocent Spouse Procedures,１１２Tax Notes２８１,２８２（２００６）；Bryan T. Camp, The Mysteries







１３See Bull,２９５U. S., at２６０.




１６See Saltzman, Ch.１０, at８.
１７以下本節の叙述については、See e.g., Saltzman,¶１０.０２；Elliott,¶２.０４；Jones, supra note３, at２７７‐２７８；Lederman &






２０See Jones supra note３, at２７７；Camp（Mysteries）, supra note８, at２３３. なお、通常この査定証書への署名は毎週「月曜
日」に実施されるとする。See IRM３５.９.２.１（０８‐１１‐２００４）１. See also e.g., Elliott, Ch.２, at４９.
２１See Jones, supra note３, at２７７.
２２なお、Camp（Mysteries）, supra note８, at２３３, note９では、査定証書への署名に関して、近時“電子署名”制度がも
うけられている旨示唆されているが、本稿執筆段階では十分に確認できなかった。
２３請求書式として「書式４５０６（Request for Copy of Tax Form）」がある。See Saltzman, Ch.１０, at８, note２４.
２４See Jones, supra note３, at２７７；Camp（Mysteries）, supra note８, at２３３.
２４See Jones, supra note３, at２７７.
２５See９６２F２d５５５（６th Cir.１９９２）.
２６これに関しては、See e.g., Camp（Mysteries）, supra note８, at２３３；Elliott,¶¶２.０４［５］‐［６］.






であるのに対して、「void」な行為は追認によっても治癒不可能であるとも指摘されている。See e.g., Easley v. Pet-






















See Alan R. Johnson, An Inquiry Into the Assessment Process,３５Tax L. Rev.２８５,２８９（１９８０）.
３２これら裁判例につき詳細は、See e.g., Johnson, supra note３１, at２８８‐２９０,２９６‐３０４；Elliott,¶¶２.０４［７］‐［８］.
３３査定に係る職権取消し制度については、See e.g., Saltzman,¶１０.０２［１］；Elliott,¶２.０７；Watson & Bilman, Ch.５.Ⅲ. A.
３４再査定制度については、See e.g., Saltzman,¶１０.０２［２］；Elliott,¶２.０６. なお、前掲注（７）【６１号】所掲の拙稿における、
“supplemental assessment”の翻訳については訂正する必要があるが、この点に関しては、後掲注（１４９）参照。
３５See e.g., Saltzman,¶１０.０２［３］；Lederman, infra note１９３, at１８８, note２４.
３６この点につき詳しくは、See e.g., Saltzman,¶１４.０８；Kafka & Cavanagh, Ch.２０. A. なお、アメリカにおける徴収訴訟
につき言及する邦語文献として、畠山・前掲注（１４）【６１号】、３６頁や橋・前掲注（１９）【６１号】、５０９頁以下も参照。
３７したがって、IRS による広い意味での「徴収」には、①査定を経ての差押又は徴収訴訟と、②査定を経ない徴収













詳しくは、See e.g., Saltzman, Ch.５, at１２；Elliott,¶６.０３［６］.
３９査定期間が徒過してしまった場合においては、連邦租税リーエン通知登録や差押といった行政上の徴収措置のみ
ならず、裁判所を通じた司法上の徴収措置も禁じられる。See６５０１（a）；Reg.§３０１.６５０１（a）‐１（b）.
４０See e.g., Saltzman, Ch.５, at３.この点、逆の事柄として、納税者に認められている還付請求期間が徒過してしまった
場合、IRS は、本来であればその納税者に対し還付すべき過納税額があったとしても、そのまま保持することが
認められる。See ibid.
４１査定期間制度の歴史的沿革については、さしあたり、See e.g., Elliott,¶¶６.０２,７.０２. 例えば、１９１８年に連邦税に係
る五年間の査定期間が制定法上定められ、その後１９２６年には、今日におけるような三年間の査定期間となったこ
となどが挙げられる。
４２さしあたり徴収期間については、See e.g., Saltzman,¶５.０７；Elliott, Ch.８；Gordon, infra note２１２, at１０３６.ちなみに、
この徴収期間については、１９９０年法改正以前は六年間であったものの、同改正により十年間に変更されたという
経緯がある。
４３査定期間の計算に当たっては、“初日不参入”となっている。See e.g., Watson & Bilman, at３５８；Elliott, Ch.６, at８；
Watson, at１１７.
４４以下本項の叙述に関しては、See e.g., Morgan,§§５.２.１‐２；Watson,§§７.２.A‐B；Lederman & Mazza, §５.０３［A］；Saltz-
man,¶５.０２；Elliott,¶¶６.０３［２］［a］,［f］,［g］,［５］.








訴判決の“争点効”の観点から認められないことになる。See e.g., Elliott, Ch.７, at１７；Watson, at１２１；Saltzman, Ch.５,
at２４.
４９See４６４U.S.３８６（１９８４）.
５０Badaracco 判決について論ずる文献として、See e.g., Douglas A. Kahn, The Supreme Court’s Misconstruction of a Pro-
cedural Statute : A Critique of the Court’s Decision in Badaracco,８２Mich. L. Rev.４６１（１９８３）；Peter J. Brennan, The Re-
pentant Taxpayer : Badaracco v. Commissioner；Deleet Merchandising Corp. v. United States,３８Tax Law.４６７（１９８５）；












５６See id. at３９８. なお本判決には、スティーヴンス裁判官執筆反対意見が付されている。とりわけ本意見の中では、
法廷意見の結論によっては、詐欺的な申告書を提出した納税者に悔い改めるインセンティヴがなくなってしまい、
かえって黙って何もしない方が得策ということとなってしまうが、この結果は、納税者の自発的な納税遵守を促







こととなる Lane-Wells 判決の帰結――第二章第一節第三項参照――は覆されているとも指摘されている。See Saltz-
man, Ch.５, at２９.
５８この制度については、See e.g., Lederman & Mazza,５.０３［B］［１］；Elliott,¶６.０４；Saltzman,¶５.０３［３］.
５９第三章第四節における無期限延長合意に係る記述内容との関係で、Watson, at１２４；Watson & Bilman, at３６９におい
ては、当該合意には「１０年の上限」があるとの記述がある。この点、他の文献、例えばMorgan, at８１‐８２や Saltzman,













６１以下本項全般の叙述に関しては、See e.g., Saltzman,¶¶５.０４‐０５；Elliott,¶¶６.０６,７.０７；Lederman & Mazza,§§５.０４,
６.０２［F］,８.０２［C］,８.０４［F］；Watson & Bilman, Ch.５.Ⅱ E；Morgan,§§５.４.１‐２,７.１.２；Watson,§§９.１‐３；Berson,§５.０４；
Junghans & Becker,¶¶１８.０２［１］‐［２］；Kafka & Cavanagh,¶１６.０３. See also e.g,. Janet A. Meade, Equitable Exceptions to
the Statutes of Limitations : Recoupmet, Estoppel, and Tolling,７１Taxes‐The Tax Magazine４８７（１９９３）；Arthur W. An-
drews, Modern‐Day Equitable Recoupment and the“Two Tax Effect”: Avoidance of the Statutes of Limitation in Federal
Tax Controversies,２８Ariz. L. Rev.５９５（１９８６）；Camilla E.Watson, Equitable Recoupment : Revisiting an Old and Incons‐
istent Remedy,６５Fordham L. Rev.６９１（１９９６）.
６２以下本項１の叙述に当たっては、See e.g., James E. Tierney, Equitable Recoupment Revisited : The Scope of the Doc-
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６３，２００７１３４
trine in Federal Tax Cases after United States v. Dalm,８０Ky. L. J.９５,１０３‐１１０（１９９０‐１９９１）；Steven J. Willis, Some Lim-
its of Equitable Recoupment, Tax Mitigation, and Res Judicata : Reflections Prompted by Chertkof v.United States,３８Tax
Law.６２５,６３３‐６３６（１９８５）；Andrews, supra note６１, at５９８‐６０４；Watson, supra note６１, at７１７‐７２６；Lynch, infra note１０７,









７１See４９４U.S.５９６（１９９０）. 本判決につき論ずる文献として、See e.g., Tierney, supra note６２, at１３１‐１６５；Watson, supra
note６１, at７７１‐７７５；Lynch, infra note１０７, at１２４‐１２８；Gerald A. Kafka, Equitable Recoupment after Dalm : Sustained, but
Clarified and Narrowed,７２J. of Tax’n３４０（１９９０）；Stephen J. Legatzke, The Equitable Recoupment Doctrine in United
States v. Dalm : Where’s the Equity?,１０Va.Tax L. Rev.８６１（１９９１）.
７２See Dalm,４９４U.S., at６０６‐６０８.
７３See id. at６０６‐６０８.
７４See id ,４９４U.S., at６０８‐６１０. なお、この判示部分に関しては、前述したように、政府に対する期間停止法理の適用
を否認する一般的な論拠として、前掲 Irwin 判決が下されてのち以降の下級審裁判例の中で、しばしば用いられる
こととなる。
７５See id. at６１０‐６１１. なお、この判示部分に関しては、次の３の冒頭部分で再び触れる。
７６なお本判決には、スティーヴンス裁判官執筆反対意見（ブレナン裁判官、マーシャル裁判官同調）が付されている
が、紹介を割愛する。See id. at６１１‐６２３.
７７See Tierney, supra note６２, at１４２‐１４４.
７８この問題一般に関しては、さしあたり、See e.g., Saltzman,¶５.０４［１］［c］；Watson, supra note６１, at７７５‐７８２；Legatzke,
supra note７１, at８９２‐８９６.
７９Dalm,４９４U.S., at６１１, n.８（本文翻訳中、［］内は筆者による挿入）. なおこの点については、スティーヴンス裁判官
執筆反対意見においても触れられている。See id. , at６１４‐６１５.
８０See Lederman & Mazza, at２９１.
８１See１０１T.C.５５１（１９９３）. 本判決について論ずるものとして、See e.g., Lederman, supra note５４７【vol.６２】, at３８１‐３８３.








８７See Estate of Mueller v. Commissioner,１０７T.C.１８９（１９９６）. 本判決を論ずるものとして、See e.g., Steven J. Willis, Of-
fensive Versus Defensive Equitable Recoupment,７４Tax Notes２０７（１９９７）.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（３・完） １３５
８８See Mueller,１０７T.C., at１９８‐１９９. なお本判決には、Beghe 裁判官による詳細な反対意見をはじめとして、多くの
意見が付されているが、紹介を割愛する。See id. at１９９‐２４８. 関連して、租税裁における請求額減殺法理の“攻撃
的な”援用（納税者側からも IRS 長官側からも）も認めるべきとする議論として、See Willis, supra note８７, at２１７.
８９See Estate of Mueller v. Commissioner,１５３F３d３０２（１９９８）. 本判決について論ずるものとして、See e.g., Steven J.Willis,
Equitable Recoupment : More Pitfalls for the Unwary,８１Tax Notes３６１（１９９８）；Burgess J.W. Raby & William L. Raby,




９３See e.g., Saltzman, Ch.５, at５４；Lederman & Mazza, at２９２‐２９３. なお、Mueller 控訴審判決が下された後も、租税裁は
請求額減殺法理を適用している。というのも、前述 Golsen ルール（第五章第一節第六項参照）により、第六巡回区
控訴裁以外の控訴裁が管轄する納税者に対して、租税裁は、Mueller 控訴審判決が下したのと同じルールを、必ず
しも適用しないからである。この点も含め、Mueller 控訴審判決以降の裁判例動向については、See e.g., Lederman,





どを指摘しつつ、第六巡回区控訴裁の判断を批判するものとして、See Willis, supra note８９, at３６９. なお１９９９年、連
邦議会は、租税裁が請求額減殺法理を適用しうる旨の法改正案（Taxpayer Refund and Relief Act of１９９９）を可決した
が、クリントン大統領による拒否権の行使にあったことについて、See Lederman, supra note５４７【vol.６２】, at３８１.
９５以下本文で紹介する、税務訴訟における相殺法理適用問題について、さしあたり、See e.g., Saltzman, ¶５.０４［２］；
Elliott,¶６.０６［２］；Watson, supra note６１, at７１４‐７１７；Andrews, supra note６１, at６１５‐６１９.
９６See e.g., Saltzman, Ch.５, at４４；Andrews, supra note６１, at６１７；Watson, supra note６１, at７１７；Kafka, supra note７１, at３４
１；Burgess J. W. Raby & William L. Raby, How to Navigate Equitable Recoupment,７５Tax Notes３９７,３９８（１９９７）.




¶６.０６［３］；Meade, supra note６１, at４９１‐４９４；Watson, supra note６１, at７００‐７０７；Lederman, supra note５４７【vol.６２】, at３８
８‐３９０.

















はないこと――ただし本文紹介の R. H. Sterarns Co. 判決が納税者の一貫性保持義務を認めた判例と理解する説も
ある（例えば本注下記 Johnson 論文 at５３９‐５４１）――のほか、適用要件をはじめ通常の禁反言法理との内容上の異同
について関連裁判例をも踏まえさらに分析する必要があることといった理由から、さしあたり本稿では触れない。
納税者の一貫性保持義務論に関しては、See e.g., Steve R. Johnson, The Taxpayer’s Duty of Consistency,４６Tax L. Rev.
５３７（１９９１）；Burgess J.W. Raby & William L. Raby, A Foolish Consistency in Filling Positions,１０２Tax Notes１５０７（２００







として、See e.g., Lawrence Zelenak, Should Courts Require the Internal Revenue Service to be Consistent?,３８Tax L. Rev.
４１１（１９８５）；Christopher M. Pietruszkiewicz, Does the Internal Revenue Service Have a Duty to Treat Similary Situated Tax-
payers Similary?,７４U. Cin. L. Rev.５３１（２００５）；Stephanie Hoffer, Hobgoblin of Little Minds No More : Justice Requires an
IRS Duty of Consistency,２Utah L. Rev.３１７（２００６）.
１０７緩和規定について詳しくは、See e.g., Saltzman,¶５.０５；Berson,５.０４［４］；Elliott,¶７.０７；Andrews, supra note６１, at６１９
‐６２３；Willis, supra note６２, at６３０‐６３３；Watson, supra note６１, at７４９‐７５２；John D. Rice, When and How Will the Courts
Apply the Mitigation Provisions?,６９J. of Tax’n１０６（１９８８）；John A. Lynch, Jr., Income Tax Statute of Limitations : Sixty
Years of Mitigation : Enough, Already!!,５１S. C. L. Rev.６２（１９９９）.
１０８See e.g., Saltzman, Ch.５, at５７；Willis, supra note６２, at６３３；Watson, supra note６１, at７５０；Lynch supra note１０７, at６７；
Willis, supra note８７, at２０９.
１０９内国歳入法典§１３１３（a）によると、この「決定」に該当するものとして、①租税裁その他の裁判所の確定判決、
②終結合意、③還付拒否通知、④§１３１３（a）（４）に基づく IRS・納税者双方による緩和合意（Agreement as a Determina-







§§１.１３１２‐１～７. これら要件につき詳しくは、See e.g., Saltzman,¶５.０５［５］；Elliott,¶７.０７［４］；Lynch,supra note１０７, at
６９‐７５；Berson,§５.０４［d］
１１１See e.g., Saltzman, Ch.５, at５８；Berson, Ch.５, at４７；Meade, supra note６１, at４８９；Andrews, supra note６１, at６２１；Le-
gatzke, supra note７１, at８７４. なお物品税に関しては争いがあるようである。See Watson & Bilman, at４３７.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（３・完） １３７
１１２See e.g., Saltzman, Ch.５, at４４；Legatzke, supra note７１, at８７５；Meade, supra note６１, at４８９.





















１２３See Elliott, Ch.２, at６３.
１２４ちなみに、この論点をめぐって Saltzman は、法律上の権限なくして行われた査定にもかかわらず、納税者が訴
訟を提起しないことから、なにゆえに「合法性（legality）」――有効性を念頭に置いた用語か――を獲得すること





















１３４See Philadelpia & Reading Co. v. Beck,６７６F２d１１５９,１１６３‐１１６４（７th Cir.１９８２）.
１３５See Philadelpia & Reading Co. v. United States,７３８F. Supp.１４３（D.C.１９９０）.
１３６Philadelpia & Reading Co. v. United States,９４４F２d１０６３, at１０７２‐１０７３（３rd Cir.１９９１）. 本文中［］内は筆者による挿入。












１４３See Johnson v. Commissioner,５９T.C.M.４１（１９９０）.
１４４See Johnson v. United States,９９０F２d４１（２nd Cir.１９９３）.
１４５See Johnson,１２３F３d, at７０３.
１４６See id. at７０３‐７０５.
１４７See e.g., Saltzman, Ch.１０, at６.
１４８以下、略式査定の例外的類型一般に関する記述については、See e.g., Saltzman,¶１０.０４；Lederman & Mazza, Ch.５
［A］；Jones, supra note３, at２７７；Kafka & Cavanagh,¶３.０２.
１４９以下、“些細な又は計数上の誤りに基づく略式査定”については、See e.g., Saltzman,¶１０.０４［１］；Elliot,¶２.０５［１］；
Junghans & Becker,¶４.０２［２］［d］. See also e.g., Burgess J.W. Raby & William L. Raby,Math and Clerical Errors : What If















ったことが挙げられる。以上につき、See Nadler, supra note１４９, at２０７‐２０８. 関連して、See also e.g., Andrews（Jeop-
ardy）, infra note３６０, at２９‐３９.
１５４以下、“納付に基づく略式査定”については、See e.g., Saltzman,¶１０.０４［３］；Junghans & Becker,¶４.０２［２］［e］.
１５５以上の９０日レター送付の前後と納付との関係について、さしあたり、See Kafka & Cavanagh, Ch.１, at５‐６.
１５６この“同意に基づく略式査定”については、See e.g., Saltzman,¶１０.０４［６］；Junghans & Becker,¶４.０２［２］［b］；Watson,
§７.１.B.
１５７本制度については、See e.g., Saltzman,¶１０.０４［２］；Elliott,¶２.０５［３］；Junghans & Becker,¶４.０２［２］［g］. なお、この制
度に基づく略式査定が実施された後の手続として、本文先に紹介した「計数上ないし些細な誤り」の場合の事後
手続が用いられる。See§６２１３（b）（３）；Reg.§３０１.６２１３‐１（b）（２）.
１５８以下の記述については、さしあたり、See e.g., Saltzman,¶１１.０５［３］［c］；Elliott,¶４.０４；Lederman & Mazza,§８.０２［B］；
Watson & Bilman, Ch.Ⅱ B；Kafka & Cavanagh,¶１３.０５；Junghans & Becker,¶１６.０３［４］［f］；Jones, supra note３. See also e.
g., William L. Raby,What Is a Deposit and What Is Payment?,６５Tax Notes４７５（１９９４）；James S. Niblock,Moran v. United
States : You Pay Your Money and You Take Your Chances,２１J. Corp. L.１５３（１９９６）.
１５９「納付」と「預託」の相違に関する整理として、See e.g., Jones, supra note３, at２７８‐２７９.






１６６この時期の裁判例の状況に関しては、See e.g., Lederman & Mazza, at３８４；Junghans & Becker, Ch.１６, at４２；Jones, su-
pra note３, at２７６；Saltzman, Ch.１１, at５７‐６０；Niblock, supra note１５８, at１６０‐１６２.
１６７See５２８U.S.４３１（２０００）.さらに本判決に関して、See e.g., Bonner Menking, Late Filer’s Chances of Refund Look Doubtful
at Supreme Court,８６Tax Notes４６９（２０００）.





１７３See Jones, supra note３, at２７７.
１７４See４９F３d３４０（７th Cir.１９９５）. 本判決について論ずるものとして、See e.g., Elliott,２００４Supp. No.２at２‐４. そのほか












場合には用いられない。See O`Bryant v. United States,８３９F. Supp.１３２１, at１３２５‐１３２６（C.D.Ill.１９９３）.
１７７そのほか、その実効性はともかくとして、IRS が「道理にうったえて（moral suasion）」、納税者に不真正払戻し還
付金の返還を求めるという手段、すなわち納税者に対し「返還のお願い（beg letters）」を送付することによって返
還をうながすという手段もある。See Camp（Mysteries）, supra note８, at２３８.
１７８See Camp（Mysteries）, supra note８, at２４０.







１８１See O’Bryant v. United States,８３９F.Supp.１３２１（C.D.Ill.１９９３）.
１８２See id. at１３２７‐１３２８.







１９０See Camp（Mysteries）, supra note８, at２４０.
１９１なお、内国歳入法典上、９０日レターを送付する権限を有するのは財務長官（Secretary）であるが（§６２１２（a））、財
務省規則により、この権限も IRS 長官（Commissioner of Internal Revenue［Service］）に委任されている（Reg.§３０１.７７
０１‐９）。もっとも、同じく財務省規則によれば、９０日レター送付権限に関しては、所轄の税務署長（district director）





１９３See Leandra Lederman, “Civil”izing Tax Procedure : Applying General Federal Learning to Statutory Notices of Deficiency,




それに対し納税者が“出訴”というかたちで反論するという構図となっている。See e.g., Saltzman, Ch.１０, at２５；Leder-
man, supra note１９３, at１９２‐１９３,２１２.
１９５See Ferrari, supra note１, at４１４.
１９６See Saltzman, Ch.１０, at２５.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（３・完） １４１
１９７See Newton, supra note２, at１１４２. 関連して、See Leandra Lederman, Deficient Statutory Notices and the Burden of Proof :
A Reply to Mr. Newton,９２Tax Notes１１７,１１７‐１１８（２００１）.





確な用語法ではないが、しばしば用いられている。See e.g., Lederman & Mazza, at３３５；Moran, supra note３２６【vol.６




２０１以下本項２の記述については、See e.g., Saltzman,¶１０.０３；Elliott,¶２.０３；Lederman & Mazza,§５.０２［B］；Morgan,§




いての権原確認訴訟（quiet title action）を提起することも考えられる。See e.g., Elliott,¶２.０３［２］［i］.
２０３Saltzman, Ch.１０, at１７‐１８. 訳文中［］内は筆者による挿入。







See Saltzman, Ch.１０, at１６.
２０８ここで言う「払戻し税額分」とは、納税者の申告税額が適正税額よりも過大であった場合に、IRS により――還
付や充当のかたちでもって――払い戻された税額分である。See§６２１１（b）（２）；Reg.§３０１.６２１１‐１（f）. See also Saltz-
man, Ch.１０, at１６‐１７. 前掲注（１７５）も参照。
２０９See e.g., Saltzman, Ch.１０, at１７；Kafka & Cavanagh, Ch.３, at６.
２１０不足税額手続と査定期間の停止について、See e.g., Lederman & Mazza,§５.０３［C］；Saltzman, Ch.１０, at２４‐２５,¶５.０８
［１］；Elliott,¶¶６.０５［１］‐［２］.
２１１９０日間の起算日は、９０日レター上に記載の送付日付（の翌日）ではなく、実際に納税者の住所宛てに郵送された（到
達した）日（の翌日）であるが、この点につき、See e.g., Junghans & Becker, Ch.６, at１２‐１３；Kafka & Cavanagh,¶¶４.０３
［１］,［２］.
２１２See e.g., Saltzman,¶１０.０４［５］；Ferrari, supra note１, at４１９；Howard W. Gordon, Failure to Give Notice and Demand :






























２１８９０日レターの撤回に関しては、See e.g., Saltzman,¶１０.０３［３］［e］；Junghans & Becker,¶４.０２［６］；Kafka & Cavanagh,
¶３.０５［２］；Elliott,¶２.０３［２］［j］. なお、この撤回に当たっては、「正式不足税額通知の撤回合意（書式８６２６）」（Form
８６２６, Agreement to Rescind Notice of Deficiency）が使用される。See e.g., IRM４.１４.１.２４.６（１２‐０１‐２００６）１；Rev. Proc.
８８‐１７,１９８８‐１C.B.６９２,§４.０１.
２１９なお撤回ができない場合として、９０日レターが送付されてすでに９０日が経過している場合や、納税者がすでに
租税裁へ出訴してしまった場合が挙げられる。See e.g., IRM４.１４.１.２４.３（１０‐３０‐２００４）１；Rev. Proc.８８‐１７,１９８８‐１C.B.
§３.０５.
２２０See e.g., Saltzman, Ch.１０, at１５；Lederman & Mazza, at２２８, note２. なお租税罰にも、不足税額手続を認めるものと認
めないものとがある。詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶４.０２［２］［i］.
２２１See David A. Schmudde, Federal Tax Liens,４th ed.,２００１, at８‐９.
２２２See e.g., Lederman & Mazza, at３２９‐３３０；Larson, supra note３４５【vol.６２】,at５２；Lederman,infra note２９６, at１４７；Leder-
man, supra note１９３, at１８６‐１８７.
２２３See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.３, at３０‐３１.
２２４See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.３, at４,４５；Junghans & Becker, Ch.４, at３６；Lederman & Mazza, at３２９, note４；Lederman,
supra note１９３, at２０７‐２１１.
２２５See Lederman, supra note１９３, at２１２.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（３・完） １４３
２２６この assessment の翻訳については、後掲注（２６２）参照。
２２７以下（１）に関する記述については、See e.g., Saltzman,¶１０.０３［３］［d］；Elliott,¶¶２.０３［２］［b］‐［f］；Lederman, supra note
１９３, at２１４‐２２３；Lederman & Mazza,§７.０２［D］［１］；Watson & Bilman, Ch.４ⅠA１；Kafka & Cavanagh,¶¶３.０９‐１４；Jung-
hans & Becker,¶４.０２［４］；Morgan,§６.２.６；Watson,§１４.２.B. See also e.g., Martha B. Brissette & Gilbert S. Rothenberg, The
“Last Known Address”Provisions of the Internal Revenue Code : A Modest Proposal for Reform,６Va. Tax Rev.３２９（１９８
６）；Paul Frederic Marx, Salvaging Incorrectly Addressed Deficiency Notices : The Ample Time Rule, the Crum-McPartlin
Option, and Other Elaborations,４１Tax L. Rev.１５１（１９８５）.
２２８ただし、配達証明郵便又は書留郵便を用いることは、必要条件とはされていないことに注意。See e.g., Morgan, at
１０６；Watson, at２５１.
２２９See e.g., Morgan, at１０６；Watson, at２５１.
２３０See also e.g., Abeles v. Commissioner,９１T.C.１０１９,１０３５（１９８８）. なお関連して、納税者が IRS に対して新たな住所
への郵送を求めるためには、事前に IRS に対しその新たな住所を、住所変更通知書（書式８８２２）の提出を通じて―
―また場合によっては電話連絡等の口頭を通じて（See Kafka & Cavanagh,¶３.１２［４］；Rev. Proc.２００１‐１８,２００１‐８C.B.
７０８,§５.０５）――「明瞭かつ簡潔に通知（clear and concise notification）」しておかねばならない。See e.g., Reg.§３０１.６
２１２‐２（a）；IRM４.１４.１.６.２.２（１２‐０１‐２００６）；Rev. Proc.２００１‐１８,２００１‐８C.B.７０８,§§４.０２,５.０４. ただし現在、合衆国郵便
局（United States Postal Service）では、「全米住所変更データベース（National Change of Address database）」が運用さ
れており、IRS もこれを利用しているので、納税者が郵便局でしかるべき手続をし、そのデータベース上で納税
者の新住所が記録されることになれば、その納税者は住所変更通知書を改めて IRS に提出する必要がないとされ
る。See e.g., Reg.§３０１‐６２１２‐２（b）（２）；IRM４.１４.１.６.２.１（１２‐０１‐２００６）１；Rev. Proc.２００１‐１８,２００１‐８C.B.７０８,§４.０６.
２３１See８１T.C.６５（１９８３）. なお別件として、原告が雇った税務代理人たる会計士（accountant）が本件９０日レターの「写
し」を受け取ったことにより、原告に対して有効な９０日レターが送付されたものと見なしてよいかが争われ、結




２３４See Loftin v. Commissioner,５１T.C.M.１６０１, at７（１９８６）.
２３５See Looper v. Commissioner,７３T. C.６９０,６９８‐６９９（１９８０）. なお厳密に言うと、本件事案では海外への正式不足税額
通知――より正確には正式不足税額通知の一種である「財産譲受人に対する納税義務通知（notice of transferee liabil-
ity）」であるが――の送付が問題となっているので、出訴期間は「９０日」ではなく「１５０日」ということになって
いる。前掲注（１９９）参照。
２３６See Kafka & Cavanagh, Ch.３, at２４‐２５.
２３７See８８F２d６５０（２nd Cir.１９３７）.




２４１See e.g., Newton, supra note２, at１１４３.
２４２See e.g., Kafaka & Cavanagh, Ch.３, at１１,２５‐２６；Ferrari, supra note１, at４０７‐４０８.
２４３See Ferrari, supra note１, at４２２；Kafka & Cavanagh, Ch.３, at１０,２２.
２４４９０日レターの理由付記問題に関しては、See e.g., Lederman, supra note１９３, at２２３‐２３１；Newton, supra note２, at１１４




２４５See e.g., Lederman, supra note２４４, at８３‐８４,８６,８７；Lederman, supra note１９７, at１２１；Lederman, supra note１９３, at２２７.













２５９この改正については、See e.g., Lederman, supra note２４４, at８９‐９０.
２６０なお、§７５２２（a）違反の場合のサンクションとして証拠提出責任の転換を挙げる論者として、See e.g., Lederman,
supra note２４４, at９０；Newton, supra note２, at１１５４；Lederman, supra note１９７, at１２２.さらに Elliott, Ch.２, at２７でも、§
７５２２（a）違反の場合に「burden of proof」が IRS に負わせられる可能性が指摘されているが、前後の文脈からすると、




用することも妥当と解するようである。See Lederman, infra note,２９６, at１５８‐１５９；Lederman, supra note２４４, at９０. こ
の点、Newton, supra note２, at１１５４も参照。さらに Ferrari, supra note１, at４５４‐４５５では、§７５２２（a）違反の９０日レタ
ーを無効とする法改正の必要を指摘している。
２６１See e.g., Newton supra note２, at１１４３.




として See e.g., Newton, supra note２, at１１４４‐１１４５）――において、「重大な瑕疵ある査定」を意味する「概念」と
して用いられていた。しかし現在、この“naked assessment”という用語は、租税裁での不足税額訴訟に“転用”さ
 





来歴につき指摘するものとして、See e.g., Lederman & Mazza, at３３５；Leandra Lederman, Arbitrary Stat Notices in Valu-
ation Cases, or Arbitrary Ninth Circuit?,９２Tax Notes２３１,２３４note５２（２００１）.
２６３以下（４）①の叙述に関しては、See e.g., Lederman & Mazza,§７.０２［C］［１］；Newton, supra note２, at１１５１‐１１５３；Leder-









２６４See６２T.C.３２４（１９７４）. 本判決を論ずるものとして、See e.g., Schoenfeld, infra note２９６, at５２６‐５３１.
２６５なお原告は、「証拠提出責任」とともに「証明責任」の転換を求めているが、この点については注意する必要
がある。後掲注（２８９）参照。







２６９See Greenberg’s Express Inc.,６２T.C. at３２８.
２７０See id. at３２８‐３３０.
２７１１９９８年の証明責任転換に係る法改正との関連について論ずるものとして、Lederman & Mazza, at３３４；Lederman, in-
fra note２９６, at１５０‐１５１；Lederman, supra note１９７, at１２２.
２７２以下（４）②の記述については、See e.g., Lederman & Mazza,§７.０２［C］［２］；Morgan,§７.１.３；Watson, §１５.１.C；Junghans
& Becker,¶１２.０１［１］；Newton, supra note２, at１１５２‐１１５４；Lederman, supra note１９３, at２３０‐２３１；Lederman, infra note２９
６, at１４８‐１５１；Ferrari, supra note１, at４２８‐４３１；Christina Potter Moraski, Proving a Negative : When the Taxpayer Denies

























旨解釈するものもあることにつき、See ibid.また前掲注（３３０）【６２号】も参照。この点 Lederman は、証拠提出責任
のみが転換するという解釈が正しいとする。See Lederman, supra note２６２, at２３４‐２３７. そのほか「重大な瑕疵ある認
定」に関連して、適正性の推定と証拠提出責任との関係について言及するものとして、See also e.g., Lederman, supra
note２６２, at１２０；Lederman, infra note２９６, at１４８；Lederman, supra note１９３, at２０２‐２０３,２３１；Schoenfeld, infra note２９６,






２９５See Ferrari, supra note１, at４３０.
２９６以下（４）③の記述に関しては、See e.g., Lederman & Mazza,§７.０２［D］［２］；Morgan, at１０３；Watson, at２４８；Kafka &
Cavanagh,¶３.０４；Junghans & Becker, Ch.４, at２９‐３３；Larson, supra note３４５【vol.６２】, at５２‐５４；Ferrari, supra note１, at４３
１‐４５１；Saltzman¶１０.０３［３］［b］. See also e.g., Marcus Schoenfeld, A Critique of the Internal Revenue Service’s Refusal to
Disclose How I“Determined”a Tax Deficiency, and of the Tax Court’s Acquiescence with This View,３３Ind. L. Rev.５１７,
５３１‐５３６（２０００）；Leandra Lederman, Are There Procedural Deficiencies in Tax Fraud Cases? : A Reply to Professor
Schoenfeld,３５Ind. L. Rev.１４３,１５１‐１５９（２００１）.
２９７See８１４F２d１３６３（９th Cir.１９８７）.
２９８本判決について論ずるものとして、See e.g., Ferrari, supra note１, at４３１‐４３７；Newton, supra note２, at１１４４；Schoen-
feld, supra note２９６, at５３１‐５３４；Lederman, supra note１９３, at２３４‐２４０. See also e.g., Bernard Oster, Recent Ninth Circuit
Ruling Affects Tax Deficiency Procedures,６６Taxes‐The Tax Magazine１９８（１９８８）；Mark Bernsley, CA-9 Bars Deficiency

























































３２１なお控訴審判決について、Schoenfeld, supra note２９６, at５３３‐５３４は、９０日レターの要件と不足税額認定とを明確
にリンクさせたものと理解し、また Lederman, supra note１９３, at２３７‐２３８は、本文前述の９０日レターに係る三つの
機能との関連において、原審租税裁判決が租税裁へのチケットとしての機能を重視したのに対し、控訴審判決が
訴状（ないし訴答）としての機能を重視していると捉える。
３２２See Schoenfeld, supra note２９６, at５３４.
３２３Scar 判決後の裁判例動向に関して詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶３.０４［３］；Junghans & Becker, Ch.４, at３０‐











３３３See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.３, at１４；Junghans & Becker, Ch.４, at３０；Schoenfeld, supra note２９６, at５３４；Ferrari, su-
pra note１, at４３７,４４７；Lederman, supra note１９３, at２３９‐２４０.
３３４Lederman の考えによると、重大な瑕疵ある認定の場合に、９０日レターの無効というサンクションを IRS に対し
て課すことは、納税者にタナボタを与えるので妥当ではなく、証拠提出責任の転換でもって対応すべきとするよ
うである。See Lederman, supra note,１９７, at１２２；Lederman, supra note１９３, at２４３‐２４５；Lederman, supra note２６２, at２３９.
したがってこの観点から、Lederman は、Scar（控訴審）判決に対しては批判的な立場をとっている。See Lederman,
supra note２９６, at１５４；Lederman, supra note１９３, at２３８.
３３５以下第三項全般の叙述については、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶２０.０７；Junghans & Becker, Ch.２７；Morgan,§９.４；







¶１０.０４［６］；Crimm, supra note６００【vol.６２】, at１４, note４１. また同様に、紛らわしい用語法として、これら緊急査定
や繰上査定のことを“summary assessment”と称するものとして、See e.g., Steve Johnson, Discovery in Summary Assess-







３３７See e.g., Elliott, Ch.３, at３‐４. なお、緊急査定や繰上査定が、租税を徴収する目的のためというよりは、麻薬取締
などの別の目的のために用いられてきたことが批判の対象となってきたことにつき、See also e.g., Samuel Rosenthal,
























条訴訟が適用されることにも注意せねばならない。See e.g., Armen, infra note３６０, at４１５.















３４６See Berson, Ch.４, at１６.
３４７See Saltzman, Ch.１０, at６４.
３４８もっとも実務では、首席法律顧問官の審査・承認事務は、権限の委任により、実地の法律顧問官事務所（Field Coun-
sel office）がおこなうことにつき、See Berson, Ch.４, at１３. See also IRM５.１.４.３（０４‐０１‐２００５）３.
３４９なお、この首席法律顧問官による事前承認手続は、１９９８年の IRS 再編改革法により導入された制度である。See
e.g., Saltzman, Ch.１０, at６１, note２５０. See also IRM５.１.４.３（０４‐０１‐２００５）３；IRM８.７.１.１.６.１（１０‐２７‐２００６）２.
















３５５See e.g., Campbell v. United States,５９２F２d３０９（６th Cir.１９７９）. 原告は、警察により家宅捜索を受けたところ、同日
IRS は原告に対し係争課税年度につき繰上査定を実施し、原告の自宅にあった現金およそ１３万８千ドルを徴収し













３５６See e.g., Estate of McDonald v. United States,１９７９U.S. Dist. LEXIS１５３２７（N.D. Cal１９７９）. IRS は１９７２年、麻薬の密輸
容疑で逮捕された訴外納税者Xに対し、二度の繰上査定を実施。もっともいずれの査定の実施後においても、IRS








３５７See e.g., Saltzman, Ch.１０, at５０.
３５８See e.g., Saltzman, Ch.１０, at６５,８２；Andrews（Jeopardy）, infra note３６０, at６‐８,１２‐１８；Harmelink & Shurtz, infra note３６
０, at７１１‐７１２；Rosenthal, supra note３３７, at３２９‐３３３；Berson, Ch.４, at２１.
３５９See Kimmel v. Tomlinson,１５１F. Supp.９０１,９０２（S. D. Fla.１９５７）.さらに緊急査定事案において、IRS が納税者の資
産を徴収することによって納税者が弁護士費用を工面できないことが、合衆国憲法第１４修正のデュー・プロセス
条項からくる、弁護人を選任する権利を侵害する旨を論ずる文献として、See also Karen M. Streisfeld, The Denial of
Due Process : The Unrecognized Right to an Attorney for Jeopardy Assessed Taxpayers,７５Cornell L. Rev.１４２６（１９９０）. さ
らに、（１９７６年改正前の）緊急査定又は繰上査定制度について、不合理な押収を禁じる合衆国憲法第４修正の観点
から議論するものとして、See Rosenthal, supra note３３７, at３４４‐３５５.
３６０なお以下（２）と（３）の叙述に関しては、Rosenthal, supra note３３７, at３３３‐３４０のほか、See also e.g., Arthur W. Andrews,
The Use of the Injunction as a Remedy for an Invalid Federal Tax Assessment,４０Tax L. Rev.６５３,６８９‐７０８（１９８５）；Larry
J. Roberts, Laing Down a Challenge : The Future of Due Process and Tax Collections,１１Gonz.L. Rev.３６９（１９７６）；Rich-
ard M. Lipton, Procedural Due Process in Tax Collection : An Opportunity for a Prompt Postdeprovation Hearing,４４U. of
Chi. L. Rev.５９４,６０８‐６１３（１９７７）；Arthur W. Andrews, Jeopardy, Termination, and Mathematical or Clerical Error Assess-
ments after the Tax Reform Act of 1976,３０U. of Fla. L. Rev.１,８‐１８（１９７７）；Margaret M. Armen, Assessing Internal Revenue
Service Jeopardy Procedures : Recent Legislative and Judicial Reforms,２６Clev. St. L. Rev.４１３（１９７７）；Philip J. Harmelink












３６４See Miller v. Standard Nut Margarine Co.,２８４U.S.４９８,５１０‐５１１（１９３２）.













３７５See id. at１８５, note２６.
３７６ところで、本判決には以上紹介してきたマーシャル裁判官執筆法廷意見のほかにも、ブレナン裁判官執筆補足





























３７７See４２４US６１４（１９７６）. 本判決に関する解説として、See e.g., John M. Bray, Supreme Court’s Shapiro Decision Re-
stricts Use of Jeopardy Assessments,４４J. of Tax’n２６４（１９７６）.
３７８この判決の七日後、原告に対する退去強制命令が執行され、主位的請求に係る争点については争われなくなっ
た。




３８１See id. at６３２‐６３４. なお本判決には短いが、ブラックマン裁判官執筆反対意見（レーンキスト裁判官同調）が付さ
れており、原告から送付されてきた質問書に被告が回答をしたことを重視し、徴収差止命令禁止法の要件や William
Packing 判決の要件にかんがみれば、一審連邦地裁の判断が正しいなどと主張している。See id. at６３４‐６３５.





















３８６連邦請求裁は７４２９条訴訟を管轄しないことにつき、See e.g., Junghans & Becker, Ch.２７, at４.
３８７See e.g., Saltzman, Ch.１０, at７４,７９；Berson, Ch.４, at２５,２９；Elliott, Ch.３, at４２.
３８８See e.g., Johnson, supra note３３６, at５４４‐５４５.
３８９See e.g., Saltzman, Ch.１０, at７６；Elliott, Ch.３. at４４‐４５；Berson§４.０６［３］［b］；Kafka & Cavanagh, Ch.２０, at４５.
３９０See Saltzman, Ch.１０, at７２；Elliott, Ch.３, at４４；Kafka & Cavanagh, Ch.２０, at４２.
３９１もっとも、裁判管轄権の欠如、重大な手続上の誤り、合衆国憲法違反などの例外的な場合には上訴できるとさ
れる。See e.g., Junghans & Becker, Ch.２７, at１０；Berson, Ch.４, at３１；Kafka & Cavanagh, Ch.２０, at４９‐５０.
３９２See e.g., Saltzman, Ch.１０, at７２；Kafka & Cavanagh, Ch.２０, at３７.
３９３See e.g., Berson, Ch.４, at４.
３９４現金所持者査定に関してはこれまで挙げた文献のほか、See also e.g. Leonard R. Rosenblatt, Challenging “Possessor







シーを侵害するおそれがあることなどの問題点を指摘するものとして、See Rosenblatt, supra note３９４, at６９８.
３９７前掲注（３８４）参照。
３９８Matut 事件を論ずるものとして、See e.g., Saltzman, Ch.１０, at５９‐６０；Junghans & Becker,¶６.０１［５］；Elliott,¶３.０９［２］；
Rosenblatt, supra note３９４, at６９９‐７０３.






４０５See Matut v. Commissioner,８６T.C.６８６（１９８６）.
４０６See id. at６９１.
４０７See id. at６９１‐６９２.




















４２６以下第四項の叙述に関しては、See e.g., Saltzman,¶１０.０６；Elliott,¶¶２.０５［４］［e］‐［f］,３.１０,２０.０９；Watson, Ch.１２；
Lederman & Mazza,§６.０８；Watson & Bilman, Ch.１Ⅲ.D, Ch.７Ⅱ；Berson,Ch.１４；Kafka & Cavanagh,¶２.０４；Junghans &
Becker, Ch.２３. See also e.g., Stephen W. Sather, Tax Issues in Bankruptcy,２５St. Mary’s L. J.１３６３（１９９４）；Paul Asofsky, A









ちなみに、２００５年に大きな破産法改正――２００５年破産濫用防止・消費者保護法（Bankruptcy Abuse Prevention and




号５１頁以下（２００６年）等を参照。さらに、今回の改正が税務行政全般に与える影響については、See e.g., Carl M. Jenks,














４３０See e.g., Tobar, infra note４４７, at５‐７；Barnes, infra note４４７, at２９６‐２９９.











４３３See Jenks, supra note４２６, at９０４.
４３４See e.g., Berson, Ch.１４, at２６. なお、自動的停止違反を起こさないための IRS の内部手続として、See IRM５.９.３.４（０
３‐０１‐２００７）８.さらに、自動的停止違反が起こった場合の IRS 内部での是正措置については、See IRM５.９.３.４.１（０３‐０
１‐２００６）.
























本判決の紹介解説として、See e.g., Robert G. Nath, IRS Paying Delay for Violating Autonatic Stay,６４Tax Notes３６８（１９
９４）.
ただし１９９４年の破産法典改正により、IRS に対する懲罰的損害賠償を明示的に禁止する規定が連邦議会により
制定された（１１U.S.C.§１０６（a）（３））。この法改正については、See e.g., Sheryl Stratton, Stealth Bankruptcy Reform Act
Contains Important Tax Provisions,６５Tax Notes５１７,５１８（１９９４）. なお関連して、アメリカでは一般的にみて、国家に
対する懲罰的損害賠償が認められない法制度となっていることについて、前掲注（５２１）【６２号】に掲げた拙稿も参
照。
４３７そのほかこれら制裁につき詳しくは、See e.g., Elliott,¶２０.０９［５］［d］；Sather, supra note４２６, at１３９４‐１３９６；Berson,§





See e.g., Berson, Ch.１４, at２８；Watson & Bilman, at７３５.







































４４３See Junghans & Becker,¶２３.０４. なお破産裁について、それが租税事件に関する多くの争点につき審理・判決を下
していることから、租税裁、連邦地裁、連邦請求裁と並ぶ、税務訴訟に係る「第四番目の第一審裁判所（fourth trial
‐level forum）」であると指摘するものとして、See Lederman & Mazza, at３２０.
４４４See e.g., Elliott, Ch.２, at７７, Ch.３, at６２；Saltzman, Ch.１０, at８５.
４４５ちなみに、破産査定制度について、その沿革をたどれば、１９８０年の破産法改正（the Bankruptcy Tax Act of１９８０）
によって導入されたものである。この改正以前は、そもそも破産が申し立てられ破産手続が開始すると、自動的
停止制度にかかわらず、IRS は直ちに破産納税者の不足税額につき査定を実施できるという制度であった。See e.g.,
Saltzman, Ch.１０, at８４；Gregory Germain, Discharging Their Duty : A Critical Assessment of the Tax Court’s Refusal to
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６３，２００７１５８
Consider Bankruptcy Discharge Questions,２３Va.Tax L. Rev.５３１,５４６‐５４７,５７２（２００４）.これに対し本文以下で述べる管
財査定に関しては、１９８０年改正前から引き続く制度である。See e.g., Saltzman, Ch.１０, at８４.
４４６See e.g., Saltzman, Ch１０, at８６.
４４７See e.g.,Timothy Arnold Barnes, The Plain Meaning of the Automatic Stay in Bankruptcy : The Void/Voidable Distinction
Revisited,５７Ohio St. L. J.２９１,３０６‐３１６（１９９６）；Donna Renee Tobar, The Need for a Uniform Void Ab Initio Standard for
Violations of the Automatic Stay,２４Whittier L. Rev.３,２３‐４１（２００２）；Michael J. Lichtenstein, Violations of the Automatic
Stay : Void or Voidable?,２３‐４ABIJ２０（２００４）；Sherri L. Rotert, Tenth Circuit Survey : Bankruptcy Law,７５Denv. U. L. Rev.
７３１,７３４‐７４０（１９９８）.なお、自動的停止違反の行為を「無効」と解釈しつつも「衡平（equity）」的観点から有効とす
るいうアプローチをとる裁判例もあるようであるが、この点についての検討は割愛する。See e.g., Bronson, infra
note４６２, at１５７７.
４４８Barnes, supra note４４７, at３１５. なお関連して、Barnes, supra note４４７, at３１５, note１４９は、Sather, supra note４２６, at１３
９３による、「ときどき IRS は自動的停止に違反することがある」とのコメントに対して、「Sather 氏はこんな弱
気な見解を叙述していた当時、税務調査にでも入られていたのであろうか」と指摘して、その認識に疑問を呈し
ている。





























４７４See id. at１５８１‐１５８２. なお本判決には、Nies 裁判官執筆補足意見とMayer 裁判官執筆反対意見が――いずれも短
いが――付されている。See id at１５８２.
４７５この点については、See e.g., Rotert, supra note４４７, at７３７；Chuck Hendricks, et al., The Tax Man Cometh；Where Must
He Stop? How Far Does§362(a) Protect My Client?,１４‐７ABIJ１５（１９９５）.なお改正の理由として、査定が単なる帳簿記


























４７８Laurence F. Casey, Federal Tax Practice, vol.１,１９５５, at３４.
４７９ちなみに、前掲注（７）【６１号】所掲の拙稿、９７頁～９８頁、脚注１７において参照している、United Sates v. Amori,１３６
















とになる。」（原文中脚注省略。下線部は筆者による）。関連して、Saltzman, Ch.４, at３, note１では、納税者が「自主
的に報告し算定する課税方法（self‐reporting and self‐assessment method of taxation）」に代わりうる課税方法として、
納税者以外情報源から得られた客観的な基準に基づく「推計算定（presumptive assessment）」方式があると指摘する。












































４８５この点、See e.g., Bryan T. Camp, The Inquisitorial Process of Tax Administration,１０３Tax Notes１５４９,１５５２（２００４）.「［IRS
が、］日常的に納税者により自己申告された納税義務（self‐reported liability）を受け入れているからといって、その納
税義務に関する法的な決定が、なおも IRS により査定というかたちで実施されるという点を曖昧にすべきではな






















































ヽ ヽ ヽ ヽ ヽ
が導入された直接の契機が何であったか、またその際の理論はどのようなものであったか、については、歴史的


















































































































































略式査定 不足税額査定 緊急査定 繰上査定
根拠条文
（内国歳入法典）
§６２０１（a）（１） §§６２１１‐６２１３ §§６８６１‐６８６２ §６８５１
（注④）
査定実施の契機 納税者による申告書
提出
IRS による不足税額
認定
法定申告期限日到来
“後”における租税
徴収の危殆化（注③）。
法定申告期限日到来
“前”における租税
徴収の危殆化（注③）。
査定実施に対する手
続的制約
事前の手続的制約な
く、納税者が提出し
た申告書の記載内容
どおりに税額が査定
される（注①）。
事前の手続的制約と
して不足税額手続が
ある。すなわち、９０
日レター送付後９０日
の出訴期間、又は、
租税裁へと提訴され
た場合には、納税者
敗訴判決が確定する
まで、不足税額の査
定が禁止される（注
②）。
事前の手続的制約な
く、直ちに査定が実
施される。もっとも、
当該査定の実施後６０
日以内に９０日レター
が送付されねばなら
ない。また査定実施
後５日以内の通知措
置もある（７４２９条）。
事前の手続的制約な
く、直ちに査定が実
施される。もっとも、
法定申告期限日又は
実際の申告日の、い
ずれか遅い日から６０
日以内に９０日レター
が送付されねばなら
ない。また査定実施
後５日以内の通知措
置もある（７４２９条）。
行政不服審査 査定税額に不服があ
る場合、その税額を
全額納付し、IRS に
対して還付請求を提
起。
制定法により保障さ
れているわけではな
いが、３０日レターの
送付に基づき行政不
服審査を受けられる。
査定実施直後の行政
不服審査がある
（７４２９条）。
査定実施直後の行政
不服審査がある
（７４２９条）。
司法審査 査定税額につき上記
還付請求を経た上で、
連邦地裁ないし連邦
請求裁に還付訴訟を
提起。
予め係争税額につき
全額納付をすること
なくして、租税裁で
の不足税額訴訟が提
起可能。
９０日レターを受けて
の不足税額訴訟のみ
ならず、査定実施直
後の連邦地裁（場合
によっては租税裁）
での７４２９条訴訟が提
起可能。
９０日レターを受けて
の不足税額訴訟のみ
ならず、査定実施直
後の連邦地裁（場合
によっては租税裁）
での７４２９条訴訟が提
起可能。
【表Ｄ：おもな査定の特徴一覧】
★Saltzman, Ch.１０, at１２を参考にしながら作成。
（注①）そのほか略式査定の実施が可能な場合として、納税者と IRS とが不足税額につき同意した場
合、納税者が納付してきた場合、些細な又は計数上の誤りがある場合等がある。
（注②）内国歳入法典上、租税裁での不足税額訴訟を含む不足税額手続が認められていない種類の税目
（雇用関連諸税等）に係る不足税額については、不足税額査定ではなく略式査定（非不足税額
査定）が実施される。
（注③）一万ドル以上の現金所持者に対して、緊急査定又は繰上査定を実施しやすくする現金所持者査
定もある。
（注④）破産手続に関連した特殊な査定類型として、破産査定や管財査定もある（§６８７１）。
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（３・完） １６７
